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1



出典：令和５年７月10日開催 第107回社会保障審議会介護保険部会資料 2



出典：令和５年７月10日開催 第107回社会保障審議会介護保険部会資料 3



出典：令和６年７月８日開催 第113回社会保障審議会介護保険部会資料 4

１ 介護情報基盤の整備
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県の対応１～介護情報基盤の整備

１ 国の検討状況

第118回社会保障審議会介護保険部会（令和６年７月８日）において、厚生労働省から介護情
報基盤の整備について説明・報告が行われた。

(1) 情報共有の範囲

要介護認定情報、請求・給付情報、LIFE情報、ケアプラン、住宅改修費利用等の情報

(2) 施行

令和８年４月１日の施行を目指し、準備を進める。

２ 円滑な施行の確保へ向けた支援
厚生労働省からの通知・照会等について、速やかに市町村に情報共有を図る等、円滑な施行

に向け市町村を支援。
(1) 介護保険システムの標準仕様書改版に関する市町村意見照会の周知（令和６年７月８日

付け国事務連絡）
介護情報基盤へ対応した介護保険システムの標準仕様書改版について、その機能要件、適

合基準日等の意見照会を市町村へ周知
(2) 介護情報基盤に関する市町村アンケートの依頼（令和６年７月29日付け国事務連絡）

介護情報基盤の施行に向け、令和８年４月１日を目指すこととされている施行期日への対
応状況や、市町村における現在の準備状況、介護情報基盤を活用した業務効率化などについ
て、市町村に対し、アンケート調査への協力を依頼

(3) 令和６年度介護関連データ利活用に係る基盤構築事業（介護保険事業費補助金）に係る
協議資料の提出を依頼（令和６年５月９日付け老健局老人保健課長通知）
令和５年度補正予算を活用して基盤構築事業を実施する場合の国庫補助金協議資料の提出

を市町村あてに通知
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２ 介護サービス事業者の財務状況等の見える化



県の対応２～介護サービス事業者の財務状況等の見える化

１ 介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等に関する制度の運用開始に向けた
スケジュール

令和６年８月以降 報告内容・方法等に係る国通知等の発出

令和６年８月22日・23日 会計ソフトウェアベンダ向けオンライン説明会

令和６年秋頃 報告システムにおける操作方法のマニュアル・動画の公表

令和７年１月以降 報告システムの運用開始・令和６年度分報告の開始

令和７年３月31日 令和６年度分（初年度分）報告期限

２ 介護サービス事業者への情報提供・支援

円滑かつ適切に報告が行われるよう、介護サービス事業者に対して必要な説明・助言を行
う。

（参考：通知・事務連絡）

・ 介護保険法第115条の44の２の規定に基づく介護サービス事業者経営情報の調査及び分析等
に関する制度に係る実施上の留意事項について（令和６年８月２日付け老健局関係課長通知）

・ 介護保険法第115条の44の２に基づく介護サービス情報の報告及び公表に係る制度に関する
システムの運用開始に向けた対応等について（令和６年８月２日付け国事務連絡）

・ 介護サービス事業者経営情報の報告等に関するＱ＆Ａの発出について（令和６年８月20日付
け国事務連絡
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３ 介護サービス事業所等の生産性の向上に資する取組に係る努力義務



１ 県介護保険事業支援計画（いわていきいきプラン（2024～2026））に「第２章
介護を支える人材の確保と必要なサービスの基盤づくり」を掲げ、介護人材の介護
人材の確保及び介護現場における業務改善・業務効率化の取組を促進する。

いわていきいきプラン（2024～2026）関係部分抜粋

令和６年４月に施行される改正介護保険法の趣旨を踏まえ、関係機関とともに、地域課 題や介護

サービスの質の維持・向上を実現するマネジメントモデルの構築、介護ロボットやＩＣＴ（情報通信技術）
等のテクノロジーの導入など、介護現場の業務改善・業務効率化、生産性向上に資する様々な支援方
策を議論する場づくりについて検討していきます。

２ 働きやすい介護現場サポート会議について

都道府県と介護現場等が、「地域における課題やその解決策に対する検討」「施策への意見

収集」「会議のメンバー間の連携強化」を行うため、幅広い分野の関係者が集まり、地域の

課題解決に向け、同じ目線に立ち、それぞれの立場から具体的な対応策について検討する場

として設置。

県の対応３～介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務

３ 介護生産性向上総合相談センター（仮称）について

「生産性向上に関する研修の実施」「有識者の派遣」「生産性向上・人材確保の取組等に関

する相談対応」「介護ロボット等の機器展示・試用貸出」「関係機関との連携」等を行い、

生産性向上や人材確保等に関するワンストップ窓口としての機能を担うとされている。
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４ 看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化



県の対応４～看護小規模多機能型居宅介護のサービス内容の明確化

１ 令和６年度介護報酬改定内容の周知

・ 介護サービス事業者向け説明会（web）を開催（令和６年３月19日（火）、21日（木）、22

日（金）の３日間）

・ 看護小規模多機能型居宅介護のサービス拠点における「通い」・「泊まり」で提供される

サービスに、看護サービス（療養上の世話又は必要な診療の補助）が含まれる旨を明確化す

る法改正があったことから、その旨を運営基準においても明確化。

改定前

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針）
第百七十七条

一 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者
が住み慣れた地域での生活を継続することができ
るよう、利用者の病状、心身の状況、希望及びそ
の置かれている環境を踏まえて、通いサービス、
訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わ
せることにより、療養上の管理の下で妥当適切に
行うものとする。

改定後

（指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的取扱方針）
第百七十七条

一 指定看護小規模多機能型居宅介護は、利用者
が住み慣れた地域での生活を継続することができ
るよう、利用者の病状、心身の状況、希望及びそ
の置かれている環境を踏まえて、通いサービス、
訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わ
せることにより、当該利用者の居宅において、又
はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊
させ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養
上の世話又は必要な診療の補助を妥当適切に行う
ものとする。

２ 看護小規模多機能型居宅介護の広域利用に関する手引きを市町村に対し周知（令

和６年２月22日付け国事務連絡）
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５ 地域包括支援センターの体制整備等



県の対応５～地域包括支援センターの体制整備等

１ 地域包括支援センターの体制整備等

・ 市町村への周知及び研修会等における制度周知

・ 市町村ヒアリング（９月）において、制度活用状況と課題等の把握

２ その他

（地域包括支援センターの充実・強化に向けた支援）
(1) 地域包括ケア相談支援等（随時）

岩手県高齢者総合支援センターが地域包括支援センター職員を対象とした相談支援を実施

(2) 地域包括支援センター職員向け研修

・ キャリア別：初任者研修、中堅職員研修、リーダー（管理職）研修（各年１回）

・ 職種別：保健師向け研修、社会福祉士向け研修、主任介護支援専門員研修（各年１回）

・ 総合相談支援研修（年１回）

・ 権利擁護地域研修（年２回）
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